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労働移動支援助成金の見直し効果等について 

 

（注１）「見直しの時期」欄が4/1のものは緊急に実施した項目、8/1のものは職業安定分科会の意見を踏まえて実施した項目、10/19のものは職業

安定分科会の意見を踏まえ平成28年度第2次補正予算によって実施した項目。新たな要件は、その施行日以降に提出された再就職援助計画

の対象者について適用する。 

（注２）「見直しの効果等」欄の◇は労働局からの報告、○は労働局が事業主から聴取した意見のうち主なもの、●は再就職援助計画提出事業所に

対するアンケート調査結果（64件回収、無回答は表示せず）。 

 

１．本助成金が紹介会社と連携して退職強要を行う企業への支援とならないようにする。 

課題 
見直し

時期 
見直しの内容 見直しの効果等 

(1) 紹介会社が企業に対して

人員削減の働きかけと再就

職支援の両方を行う場合が

あるのではないか 

4/1 ① 企業が再就職支援サービスを委託した紹介会社から「退職コ

ンサルティング」を受けた場合は不支給とする 

◇該当案件:なし 

8/1 ② 紹介会社と退職コンサルティングを行う別企業が連携してい

た場合も不支給とする 

◇該当案件：なし 

 

8/1 ③ 本人が紹介会社を自由に選べるようにする（利用券方式又は

企業と労働組合等が合意した複数の紹介会社の中から本人が選

択する方式） 

○利用券方式は手続きが煩雑。本人選択方

式は企業にとって複数の紹介会社と相談

しないとならないため負担増 

(2) 退職強要を行う企業に支

給されているのではないか 

4/1 ① 本人が退職強要と受け止めた案件は不支給とする ◇該当案件:6事業所、17人 

（見直し以前に、再就職支援の委託を開始

した事業所の支給申請分であり、見直し以

降は、該当はない。） 

4/1 ② 退職強要の有無を労働局から本人に電話で確認 ◇該当案件：なし 
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8/1 ③ 退職強要の有無を労働局から本人に郵便で確認（本人が書面

や来所で申告することも可） 

◇該当案件：なし 

(3) 委託時の10万円助成は再

就職が実現しない場合でも

支給される 

8/1 ① 委託時の10万円助成を大企業について廃止 

（注：中小企業については再就職支援の実施のインセンティブのため維持） 

●大企業は不要:63％、大企業も必要:30％ 

(4) 大企業は助成の必要性が

低いのではないか 

8/1 ① 大企業に対する助成率を低く設定  

② 大企業の場合は離職者30人以上の場合に限る  ●限定すべき：20％、限定すべきでない：

27％、どちらともいえない：52％ 

○限定すると離職者を減らそうとする企業

努力を評価できなくなる 

 
２．本助成金を「成熟産業から成長産業への円滑な労働移動」という制度趣旨に沿った内容とする 

課題 
見直し

の時期 
見直しの内容 見直しの効果等 

(1) やむを得ないリストラの

場合のみ支給すべき 

8/1 ① 人員削減を行う部門単位での赤字（それが算出できない場合

は生産量等自体の低減）を要件とする 

●この要件は適当である:75％、全て対象とす

べき:16％、やむを得ないリストラであるこ

とを表す他の指標でも可とすべき:8% 

(2) 紹介会社が、対象者を成

長産業など良質な雇用に再

就職させることを促進する

仕組みがない 

8/1 ① 次の要件の全てを満たす場合に、送出し企業に対する「再就

職支援奨励金」の助成率を優遇（別表１） 

ア 企業が紹介会社との間の契約で次の条件を設けること 

a) 企業が支払う委託料の半分以上を後払いとすること 

b) 紹介会社が訓練を実施した場合に、その経費の全部又

は一部を支払うこと 

c) 紹介会社が本人を良質な雇用（※）に再就職させた場

合、そうでない場合よりも５％以上多い委託料を支払う

●割増があるならその要件にあうような委託

内容を検討したい：63％、割増があっても

その要件にあうような委託内容は困難：

30％、どちらともいえない：8％ 

●（割増があってもその要件にあうような委

託内容は困難とした理由）手続き面での負

担が大きいため：48％、コスト面での負担

が大きいため：36％ 
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こと 

イ 実際に対象者が良質な雇用（※）に再就職したこと 

※「無期・フルタイム」かつ「賃金が移動前の80％以上」であること 

② 本助成金の対象者に再就職支援サービスを行う紹介会社に、

サービスの実績（就職率、良質な雇用への再就職割合、委託料

支払時期等）の公表を義務づけ 

・厚労省ホームページで公表準備中 

 

(3) 対象者に対する能力開発

を強化すべき 

10/19 

 

① 企業が、紹介会社に対して、職業訓練を実施した場合の経費

の全部又は一部を企業が支払った場合、その２／３（上限 30

万円/人）を助成 

●対象者の再就職支援のために訓練は必

要:34％、訓練は不要:16％、どちらともいえ

ない:50％ 

●再就職支援を委託する際に訓練についても

検討したい:31％、訓練は不要:11％、どちら

ともいえない:56％ 

●（訓練は不要とした理由）再就職に役立つ

訓練がどんなものかわからない:36％、離職

者に費用をかけて訓練する必要を感じな

い:36％、助成額が不十分5% 

10/19 ① 企業が紹介会社を介さずに、民間訓練機関に直接委託して職

業訓練を行う場合に助成 

(4) 対象者を良質な雇用によ

って受け入れる成長産業な

どの企業に対するインセン

ティブを強化すべき 

10/19 ① 成熟産業から成長産業への労働移動と認められる場合に、受

入れ企業に対する「受入れ人材育成支援奨励金」の助成額を優

遇 

ア 早期雇い入れ助成について、優遇助成とする（別表２(1)） 

イ 雇い入れて訓練を実施した場合の助成について、助成額を

拡充する（別表２(2)） 

・「受入れ人材育成支援奨励金」自体の支給件

数は増加傾向にあるが、割増の効果は施行

の半年後以降にでてくる見込み。 
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（別紙） 
労働移動支援助成金の助成内容 

 
 

（別表１）「再就職支援奨励金」の助成額 

 
従前の助成率 

8/1見直し後の助成率 

通常 優遇措置（※1） 

大企業 45歳未満 １／２ １／４ １／３ 

45歳以上 ２／３ １／３ ２／５ 

中小企業 45歳未満 ２／３ １／２ ２／３ 

45歳以上 ４／５ ２／３ ４／５ 

 

※1 次の要件の全てを満たす場合に優遇措置を適用 

 

ア 企業が紹介会社との間の契約で次の条件を設けること 

a) 企業が支払う委託料の半分以上を後払いとすること 

b) 紹介会社が訓練を実施した場合に、その経費の全部又は一部を支払うこと 

c) 紹介会社が本人を良質な雇用（゠「無期・フルタイム」かつ「賃金が移動前の80％以上」）に再就職させた場合、そうでない場合よりも５％

以上多い委託料を支払うこと 

 

イ 実際に対象者が良質な雇用に再就職したこと 
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（別表２）「受入れ人材育成支援奨励金」の助成額・助成率 

 
(1)早期雇入れ支援（離職後3カ月以内に採用した場合）          (注)採用から6カ月後と1年後の2回に分けて支給。 

 従前の助成額 
8/1見直し後の助成額 10/19見直し後の助成額（※2) 

通常 優遇措置（※3） 通常 優遇措置（※3） 

早期雇入れ 40万円 30万円 40万円 30万円 80万円 

（40万円×２回(注）） 

 

(2)人材育成支援（離職後1年以内に採用して企業内訓練を行った場合） 

 
従前の助成額 

10/19見直し後の助成額 

通常 優遇措置（※3） 

OJT 700円／時・人 800円／時・人 900円／時・人 

Off-JT 

 

800円／時・人 

＋訓練費用上限30万円 

900円／時・人 

＋訓練費用上限30万円 

1000円／時・人 

＋訓練費用上限30万円 

 

※2 職業安定分科会の意見を受けて増額したものに、平成28年8月2日閣議決定「未来への投資を実現する経済対策」によって上積みした 

※3 成長企業として認められる事業所（注1）の事業主が、成熟企業として認められる事業所(注2）からの離職者を雇い入れた場合に優遇措置を適用 

（注1）下記の①～④のいずれかに該当する事業所のこと（下線部は平成29年2月から実施） 

① 支給申請年度の直近年度の売上高がその3年度前と比較して５％以上伸びていること 

② ローカルベンチマーク（経済産業省がインターネット上において提供する、企業の経営状態を把握するためのツール）の財務分析結果（総合評価

点）が「Ｂ」評価以上であること 

③ 企業の生産性の伸び率が3年で6％以上伸びていること 

④ 企業の生産性の伸び率が3年で1%以上6％未満であり、かつ金融機関による事業性評価を踏まえて労働局が企業の成長性・将来性を認めたこと 

 

（注2）下記の①～⑤のいずれかに該当する事業所のこと（下線部は平成29年1月から実施） 

① 株式会社地域経済活性化機構（REVIC）、中小企業再生支援協議会、東日本大震災事業者再生支援機構、産業復興機構、事業再生ADR制度のいずれ

かから、事業再生・再構築等の支援を受けていること 

② 事業再生・再構築等を行うことについて特定調停（裁判手続）が行われていること 

③ ローカルベンチマークの結果が「Ｃ」評価以下であること 

④ 営業利益と減価償却費の合計（EBITDA）が直近事業年度でマイナスであったこと 

⑤ 直近の事業年度の売上高が、その３年度前と比較して20％以上減少していること    
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職業紹介会社（民間人材ビジネス） 

都
道
府
県   

  

労
働
局 

委託 

＜再就職援助に対する助成＞ 
  A 再就職支援奨励金 
   ① 再就職支援 
       （委託開始分） 
       （再就職実現分） 
   ② 休暇付与支援 
    

送り出し 
企業 

就職活動 

離
職 

再
就
職 

受け入れ
企業 

労働移動支援助成金の概要 

 事業規模の縮小等により離職を余儀なくされる労働者等に対する再就職援助を、職業紹介会社への委託や、休暇付与

によって行う事業主に対して、その費用の一部を助成。また、離職を余儀なくされた労働者を、期間の定めのない労働者

として雇い入れたり移籍で受け入れる事業主に対して助成。 

再就職援助の実施 

助成 助成 

〇 求人の紹介 
〇 訓練、グループワーク 
 ・キャリアカウンセリング 
 ・就職支援セミナー  等 

支給要件 

・再就職援助計画等の対
象労働者の期間の定めの
ない労働者として受け入
れ 

・早期に雇い入れるか、受
け入れた後にOff-JT・
OJTによる訓練を実施 受け入れ 

※再就職援助計画 
事業規模の縮小等により離職を余儀なく
される労働者の再就職援助のため、事
業主が作成し、労働組合等の同意を得
た上で、ハローワークの認定を受ける。 

厚生労働省 

＜雇い入れに対する助成＞ 
  B 受入れ人材育成支援奨励金 
   ① 早期雇入れ支援 
   ② 人材育成支援 
＜移籍受け入れに対する助成＞ 
  C キャリア希望実現支援助成金    

支給要件 

・事業規模の縮小等（事業
転換・再編を含む）により
離職を余儀なくされる労
働者について作成した「再
就職援助計画※」を労働
局に提出  

・離職後6カ月（４５歳以上
の場合は9カ月）以内に
再就職を実現 
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対前年
同月比

対前年
同月比

対前年
同月比

対前年
同月比

対前年
同月比

４月 2,475 (▲0.1%) 287 - 117 - 172 - 68 -

５月 2,855 (▲48.3%) 514 （＋） 210 （＋） 436 - 51 -

６月 3,059 (＋28.2%) 809 (＋140.8%) 288 (＋154.9%) 269 - 111 -

７月 3,475 (＋22.4%) 350 (＋72.4%) 156 (＋100.0%) 193 - 66 （＋）

８月 5,770 (＋32.2%) 463 (＋382.3%) 106 （＋） 189 （＋） 97 -

９月 3,219 (＋1.1%) 701 (＋439.2%) 401 (▲30.4%) 425 - 161 （＋）

１０月 2,016 (▲30.6%) 273 (＋493.5%) 294 (＋740.0%) 150 （＋） 89 -

１１月 2,749 (▲19.6%) 610 (＋176.0%) 159 (＋123.9%) 185 （＋） 163 （＋）

１２月 2,633 (▲39.1%) 386 (＋64.3%) 261 （＋） 284 - 45 （＋）

１月 2,647 (＋14.5%) 198 (＋26.9%) 85 (▲59.9%) 179 （＋） 48 (▲23.8%)

２月 8,784 (＋10.7%) 577 (＋265.2%) 432 (＋336.4%) 229 （＋） 306 （＋）

３月 6,348 (▲8.8%) 784 (＋99.5%) 226 (＋227.5%) 464 (＋197.4%) 115 (▲71.7%)

４月 1,492 (▲39.7%) 696 (＋142.5%) 202 (＋72.6%) 350 (＋103.5%) 192 (＋182.4%)

５月 2,204 (▲22.8%) 488 (▲5.1%) 239 (＋13.8%) 381 (▲12.6%) 136 (＋166.7%)

６月 2,373 (▲22.4%) 663 (▲18.0%) 486 (＋68.8%) 360 (＋33.8%) 144 (＋29.7%)

７月 1,753 (▲49.6%) 492 (＋40.6%) 493 (＋216.0%) 293 (＋51.8%) 240 (＋263.6%)

８月 1,085 (▲81.2%) 377 (▲18.6%) 213 (＋100.9%) 188 (▲0.5%) 54 (▲44.3%)

９月 2,657 (▲17.5%) 197 (▲71.9%) 245 (▲38.9%) 111 (▲73.9%) 85 (▲47.2%)

１０月 829 (▲58.9%) 265 (▲2.9%) 285 (▲3.1%) 175 (＋16.7%) 150 (＋68.5%)

１１月 2,555 (▲7.1%) 122 (▲80.0%) 159 (＋0.0%) 139 (▲24.9%) 117 (▲28.2%)

１２月 1,505 (▲42.8%) 271 (▲29.8%) 356 (＋36.4%) 161 (▲43.3%) 254 (＋464.4%)

１月

２月

３月

2
7
年
度

2
8
年
度

委託開始申請分

再就職援助計画の提出状況及び再就職支援奨励金の支給決定状況

再就職実現申請分

労働移動支援助成金（再就職支援奨励金）支給決定状況（人）再就職援助計画
提出状況（人）

大企業 中小企業 大企業 中小企業

（注）表中の「（＋）」は対前年比10倍以上であることを表す。「-」は前年度が0件であることを表す。
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(人)

早期雇入れ支援

4月 0 16 6

5月 0 14 3

6月 0 2 0

7月 0 5 0

8月 0 8 1

9月 0 0 15

10月 0 0 2

11月 32 1 6

12月 15 11 3

1月 17 7 13

2月 65 16 0

3月 177 1 7

4月 135 0 1

5月 151 1 1

6月 163 1 1

7月 183 0 9

8月 151 1 26

9月 142 4 1

10月 238 2 4

11月 629 0 2

12月 147 1 3

1月

2月

3月

平
成
2
8
年
度

訓練計画認定者
数

支給対象者数

受入れ人材育成支援奨励金の支給決定状況

人材育成支援

支給対象者数

平
成
2
7
年
度

MHIKG
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